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(単位：千円）

資産の部

Ⅰ 固定資産

1 有形固定資産

土地 9,605,857

建物 1,349,231

減価償却累計額 △ 439,274 909,957

構築物 65,829

減価償却累計額 △ 42,106 23,722

機械装置 149,915

減価償却累計額 △ 82,417 67,498

3,585

減価償却累計額 △ 1,419 2,165

工具器具備品 4,551,910

減価償却累計額 △ 2,149,487 2,402,422

建設仮勘定 236,200

有形固定資産　合計 13,247,823

2 無形固定資産

特許権 6,016

特許権仮勘定 22,602

ソフトウェア 32,778

無形固定資産　合計 61,397

3 投資その他の資産

敷金・保証金 147,755

投資その他の資産　合計 147,755

固定資産　合計 13,456,976

Ⅱ 流動資産

1 現金及び預金 2,235,351

2 未収入金 71,330

3 たな卸資産 6,579

4 213

5 前払費用 6,762

流動資産　合計 2,320,237

資産　合計 15,777,214

貸借対照表
（平成21年3月31日）

車両運搬具

前渡金
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(単位：千円）

負債の部

Ⅰ 固定負債

1 資産見返負債

資産見返運営費交付金 1,769,329

資産見返補助金等 39,278

資産見返寄附金 1,791

資産見返物品受贈額 161,420

建設仮勘定見返運営費交付金 236,200

22,602 2,230,621

2 長期未払金

長期リース債務 200,116

固定負債　合計 2,430,738

Ⅱ 流動負債

1 運営費交付金債務 1,017,004

2 未払金

未払金 546,661

リース債務 445,790 992,452

3 未払費用 15,910

4 未払消費税 12,900

5 前受金 9,188

6 預り金 16,548

流動負債　合計 2,064,003

負債　合計 4,494,742

純資産の部

Ⅰ 資本金

1 地方公共団体出資金 11,059,544

資本金　合計 11,059,544

Ⅱ 資本剰余金

1 損益外減価償却累計額 △ 428,979

資本剰余金　合計 △ 428,979

Ⅲ 利益剰余金

1 544,823

2 当期未処分利益 107,082

（うち当期総利益 107,082 ）

利益剰余金　合計 651,905

純資産　合計 11,282,471

負債純資産　合計 15,777,214

貸借対照表
（平成21年3月31日）

特許権仮勘定見返運営費交付金

目的積立金
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(単位：千円）

経常費用

Ⅰ 業務費

1 業務部門人件費 1,387,202

2 賃金等 54,271

3 退職給付費用 130,372

4 業務費 1,434,541 3,006,388

Ⅱ 一般管理費

1 役員人件費 35,338

2 管理部門人件費 808,377

3 賃金等 68,269

4 55,092

5 業務費 1,278,999 2,246,076

Ⅲ　　　　施設整備費 18,795

Ⅳ 財務費用

1 支払利息 16,650

Ⅴ 雑損 170

経常費用　合計 5,288,081

経常収益

Ⅰ 運営費交付金収益

1 標準運営費交付金収益 3,638,631

2 特定運営費交付金収益 499,650 4,138,281

Ⅱ 手数料収益 294,957

Ⅲ 使用料収益 61,046

Ⅳ 受講料収益 16,714

Ⅴ 指導事業収益 2,161

Ⅵ 受託事業収益

1 226,912

2 19,629 246,542

Ⅶ　　　　　補助金等収益 18,795

Ⅷ 外部資金導入研究収益

1 82,808

2 3,521

3 106,112 192,442

Ⅸ 科学研究費間接経費収益 3,376

Ⅹ 財務収益

1 預金利息 5,002

Ⅺ 雑益 854

Ⅻ 資産見返勘定戻入

1 資産見返運営費交付金戻入 325,041

2 資産見返補助金等戻入 10,627

3 資産見返寄附金戻入 187

4 資産見返物品受贈額戻入 79,131 414,988

経常収益　合計 5,395,164

地域結集型研究開発プログラム

受託研究

国又は地方公共団体以外からの受託事業収益

損益計算書
（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

国又は地方公共団体からの受託事業収益

退職給付費用

外部資金導入研究
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(単位：千円）

経常利益 107,082

当期純利益 107,082

当期総利益 107,082

損益計算書
（平成20年4月1日～平成21年3月31日）
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(単位：千円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

1 人件費支出 △ 2,655,671

2 その他の業務支出 △ 2,027,426

3 運営費交付金収入 5,834,883

4 受託収入 635,572

5 手数料収入 292,044

6 その他の事業収入 81,001

7 補助金等収入 30,911

8 預り金の減少 △ 1,185

小計 2,190,128

9 利息及び配当金の受取額 5,002

10 利息の支払額 △ 17,416

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,177,714

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

1 定期預金の預入による支出 △ 2,227,341

2 定期預金の払戻による収入 1,883,972

3 有形固定資産の取得による支出 △ 1,385,472

4 無形固定資産の取得による支出 △ 11,417

5 敷金・保証金の返還による収入 159

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,740,099

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

1 リース債務の返済による支出 △ 481,790

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 481,790

Ⅳ 資金による換算差額 －

Ⅴ 資金増加額 △ 44,175

Ⅵ 資金期首残高 1,275,732

Ⅶ 資金期末残高 1,231,557

キャッシュ・フロー計算書
（平成20年4月1日～平成21年3月31日）
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(単位：千円）

Ⅰ 当期未処分利益 107,082

1 当期総利益 107,082

Ⅱ 利益処分額

1 地方独立行政法人法第40条3項により

設立団体の長の承認を受けようとする額

(1)

107,082 107,082

利益の処分に関する書類（案）

中小企業支援・研究開発の資質向上及び
組織運営・施設・設備の改善目的積立金
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(単位：千円）

Ⅰ 業務費用

1 損益計算書上の費用

(1) 業務費 3,006,388

(2) 一般管理費 2,246,076

(3) 施設整備費 18,795

(4) 財務費用 16,650

(5) 雑損 170 5,288,081

2 （控除）自己収入等

(1) 手数料収益 △ 294,957

(2) 使用料収益 △ 61,046

(3) 受講料収益 △ 16,714

(4) 指導事業収益 △ 2,161

(5) 受託事業収益 △ 246,542

(6) 外部資金導入研究収益 △ 192,442

(7) 科学研究費間接経費収益 △ 3,376

(8) 財務収益 △ 5,002

(9) 雑益 △ 854 △ 823,098

業務費用　合計 4,464,982

Ⅱ 損益外減価償却相当額 142,624

Ⅲ 引当外退職給付増加見込額 △ 252,874

Ⅳ 機会費用

1

487,152

2 地方公共団体出資の機会費用 148,197 635,350

Ⅴ 行政サービス実施コスト 4,990,083

行政サービス実施コスト計算書
（平成20年4月1日～平成21年3月31日）

国又は地方公共団体財産の無償又は減額さ
れた使用料による貸借取引の機会費用
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（重要な会計方針）

1 運営費交付金収益の計上基準
標準運営費交付金については期間進行基準を、特定運営費交付金については費用進行基準を
採用しています。

2 減価償却の会計処理方法
(1) 有形固定資産

定額法を採用しています。
耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としていますが、主な資産の
耐用年数は以下のとおりになっています。

建物　　　　　１５年～５０年
構築物　　　　１０年～５０年
工具器具備品　　４年～１５年
機械装置　　　　２年～１２年
車両運搬具　　　４年

特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準　第８４）の減価償却相当額については、
損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除しています。

(2) 無形固定資産
定額法を採用しています。
耐用年数は法人税法上の耐用年数を基準としていますが、法人内利用のソフトウェア
については、法人内における利用可能期間（５年）で償却を実施しています。

3 引当金の計上基準
(1) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

退職一時金については運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る
引当金は計上していません。
なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、基準
第８５－４に基づき計算された退職給付債務に係る当該事業年度の増加額を記載して
います。

4 たな卸資産の評価基準及び評価方法
(1) 貯蔵品（重油）

先入先出法による原価法を採用しています。
(2) 実験用試薬（薬品）

個別法による原価法を採用しています。

5 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法
(1) 国又は地方公共団体の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用

東京都行政財産使用条例に基づき使用料を算定しています。

(2) 地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率
決算日における新発１０年国債の利回りである１．３４０％で計算しています。

6 リース取引の会計処理
リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に
係る方法に準じた会計処理によっています。

7 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっています。

8 財務諸表及び附属明細書の表示単位
千円未満切り捨てにより表示しています。
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（注記事項）

1 貸借対照表関係
(1) 運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額 1,687,478 千円
（東京都からの派遣職員に対する退職給付見積額は上記金額から
除いています。）

2 キャッシュ・フロー計算書関係
(1) 資金の期末残高の貸借対照表表示科目別の内訳

　 平成２１年３月３１日
現金及び預金 2,235,351 千円
定期預金 △ 1,003,794 千円
資金期末残高 1,231,557 千円

3 行政サービス実施コスト計算書関係
(1) 引当外退職給付増加見積額の中には、東京都からの派遣職員に係るものも
含まれています。

(2) 各庁舎の帰属については以下のとおりです。
西が丘　 出資財産
城　東 東京都行政財産の使用許可（無償）
墨　田 国際ファッションセンター（株）との賃貸借契約（有償）
城　南 東京都行政財産の使用許可（無償）
駒　沢 東京都との賃貸借契約（普通財産・無償）
多　摩 東京都行政財産の使用許可（無償）
八王子 東京都との賃貸借契約（普通財産・無償）

4 重要な債務負担行為
記載事項はありません。

5 重要な後発事象
記載事項はありません。
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附　　属　　明　　細　　書



（単位：千円）

当期償却額

建 物 22,893 20,406 0 43,299 10,295 5,218 33,004

構 築 物 65,829 0 0 65,829 42,106 1,115 23,722

機 械 装 置 149,915 0 0 149,915 82,417 25,410 67,498

車 両 運 搬 具 3,585 0 0 3,585 1,419 896 2,165

工具器具備品 3,723,382 887,800 59,272 4,551,910 2,149,487 839,054 2,402,422

計 3,965,605 908,206 59,272 4,814,539 2,285,726 871,695 2,528,813

建 物 1,305,932 0 0 1,305,932 428,979 142,624 876,952

計 1,305,932 0 0 1,305,932 428,979 142,624 876,952

土 地 9,605,857 0 0 9,605,857 0 0 9,605,857

建 設 仮 勘 定 0 236,200 0 236,200 0 0 236,200

計 9,605,857 236,200 0 9,842,057 0 0 9,842,057

土 地 9,605,857 0 0 9,605,857 0 0 9,605,857

建 物 1,328,825 20,406 0 1,349,231 439,274 147,843 909,957

構 築 物 65,829 0 0 65,829 42,106 1,115 23,722

機 械 装 置 149,915 0 0 149,915 82,417 25,410 67,498

車 両 運 搬 具 3,585 0 0 3,585 1,419 896 2,165

工具器具備品 3,723,382 887,800 59,272 4,551,910 2,149,487 839,054 2,402,422

建 設 仮 勘 定 0 236,200 0 236,200 0 0 236,200

計 14,877,394 1,144,406 59,272 15,962,528 2,714,705 1,014,320 13,247,823

特 許 権 5,916 3,085 0 9,002 2,985 1,104 6,016

特許権仮勘定 14,758 10,928 3,085 22,602 0 0 22,602

ソフトウェア 81,946 0 0 81,946 49,167 16,389 32,778

計 102,621 14,014 3,085 113,550 52,153 17,493 61,397

債 権 147,914 0 159 147,755 0 0 147,755

計 147,914 0 159 147,755 0 0 147,755

15,127,930 1,158,420 62,517 16,223,834 2,766,858 1,031,814 13,456,976

(1)　固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第８４　特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）の明細

差引
当期末残高

摘要
減価償却累計額

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

投資その他の
資産

固定資産　合計

有形固定資産
（償却費損益内）

有形固定資産
（償却費損益外）

有形固定資産
合計

非償却資産

無形固定資産
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(2) たな卸資産の明細
（単位：千円）

当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替 その他

5,934 11,479 0 12,040 0 5,373
1,851 20,631 0 21,276 0 1,206 ボイラー用重油
7,786 32,111 0 33,317 0 6,579

(3) 有価証券の明細

該当事項はありません。

(4) 長期貸付金の明細

該当事項はありません。

(5) 長期借入金の明細

該当事項はありません。

(6) 引当金の明細

該当事項はありません。

(7) 保証債務の明細

該当事項はありません。

(8) 資本金及び資本剰余金の明細
（単位：千円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
11,059,544 0 0 11,059,544
11,059,544 0 0 11,059,544

0 0 0 0
0 0 0 0

△ 286,354 △ 142,624 0 △ 428,979
△ 286,354 △ 142,624 0 △ 428,979

摘要

当期増加額

差引計

合計

期末残高

資本剰余金

損益外減価償却累計額
計

計

区分

資本金

摘要

資本剰余金

期首残高

地方公共団体出資金

当期減少額

種類

実験用試薬
貯蔵品
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(9) 積立金の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(9)－1　積立金の明細
（単位：千円）

(9)－2　目的積立金の取崩しの明細

該当事項はありません。

(10) 運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

(10)－1　運営費交付金債務の増減の明細
（単位：千円）

平成19年度 74,085
平成20年度 942,918
合計 1,017,004

（単位：千円）

（単位：千円）

-

- -

(10)－２　平成１９年度交付金分

-
-

資本剰余金資産見返運営費交付金 特許権仮勘定見返
期間進行基準 - -
業務等区分 運営費交付金収益 合計

388,249
合計 388,249 - - 388,249

費用進行基準 388,249 --

期末残高

当期振替額

小計
特許権仮勘定

見返運営費交付金
運営費交付金収益 資産見返運営費交付金

388,249-
-
462,335

10,928
388,249

建設仮勘定見返
運営費交付金

-
894,803

4,138,281
3,750,032

5,280,21410,928

-

236,200
236,200 4,891,964

-

合計 3,750,032 894,803

(10)－３　平成２０年度交付金分

894,803

交付年度

462,335
5,834,883

期首残高
交付金

当期交付額

5,834,883

236,200
期間進行基準 3,638,631

業務等区分

894,803
費用進行基準 111,400 -

運営費交付金収益

10,928

資産見返運営費交付金
特許権仮勘定見返
運営費交付金

-

建設仮勘定見返
運営費交付金

- 4,544,364

合計資本剰余金

10,928 -

-
- 347,600

4,891,964236,200

区　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

中小企業支援・研究開発の資質向上及び
組織運営・施設・整備の改善目的積立金

398,885 145,938 0 544,823 当期総利益
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(11) 運営費交付金以外の地方公共団体等からの財源措置の明細

(11)－1　補助金等の明細

（単位：千円）

東京都

(12) 役員及び職員の給与の明細
（単位：千円、人）

注)1. 役員に対する報酬等の基準及び職員に対する給与及び退職手当の支給基準は以下の諸規程に基づいています。
①地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター役員給与規程
②地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター役員退職手当規程
③地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター職員給与規程
④地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター職員退職手当規程
⑤地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター任期付職員給与規程
⑥地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター任期付職員退職手当規程
⑦地方独立行政法人東京都立産業技術研究センターワイドキャリアスタッフ職員給与規程

注)2. 支給人員は、年間平均支給人員数を記載しています。
注)3. （　　）は非常勤の役職員に対する支給額及び人数を外数で記載しています。
注)4. 上記明細は給与、賞与、諸手当の合計額で、法定福利費は含まれていません。
注)5. 上記明細には人材派遣及び臨時職員に係る人件費は含まれていません。

区分 当期交付額
当期振替額

摘要
収益計上 資産見返補助金等

施設整備費補助金 18,795 18,795 0

区分
報酬又は給与 退職給付

支給額 支給人員 支給額 支給人員

役員
(489) (1) (0) (0)
31,634 2 0 0

職員
(33,197) (16) (0) (0)
1,917,723 273 185,465 25

合計
(33,686) (17) (0) (0)
1,949,357 275 185,465 25
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13 開示すべきセグメント情報

（単位：千円）

事業費用 5,288,081 3,201,608 211,281 409,963 684,469 441,098 143,547 196,112

業務費 3,006,388 1,761,233 122,901 148,762 503,434 274,241 66,125 129,688

一般管理費 2,246,076 1,415,540 87,294 261,177 171,745 166,857 77,038 66,423

施設整備費 18,795 18,795 0 0 0 0 0 0

財務費用 16,650 5,869 1,085 23 9,289 0 382 0

雑損 170 170 0 0 0 0 0 0

事業収益 5,395,164 3,350,410 218,680 333,114 722,592 439,524 141,306 189,534

運営費交付金収益 4,138,281 2,566,585 146,317 296,070 495,447 376,569 88,253 169,039

手数料収益 294,957 205,480 9,773 9,935 46,355 12,752 3,511 7,148

使用料収益 61,046 30,688 5,705 1,982 17,361 578 3,130 1,598

受講料収益 16,714 12,064 250 1,467 176 387 147 2,220

指導事業収益 2,161 1,982 67 22 89 0 0 0

受託事業収益 246,542 32,955 41,697 0 132,757 0 39,132 0

補助金等収益 18,795 18,795 0 0 0 0 0 0

外部資金導入研究収益 192,442 170,404 0 258 0 21,780 0 0

科学研究費間接経費収益 3,376 3,376 0 0 0 0 0 0

財務収益 5,002 4,916 11 6 47 8 4 6

雑益 854 833 0 0 0 20 0 0

資産見返勘定戻入 414,988 302,327 14,857 23,372 30,356 27,426 7,125 9,521

事業損益 107,082 148,801 7,399 △ 76,848 38,122 △ 1,574 △ 2,240 △ 6,578

総資産 15,777,214 14,690,199 131,402 257,540 453,988 96,960 71,181 75,940

固定資産 13,456,976 12,405,680 127,132 253,113 439,393 91,590 68,814 71,250

流動資産 2,320,237 2,284,518 4,269 4,427 14,594 5,370 2,366 4,690

注）1.法人共通経費は西が丘本部に一括して計上している。

駒沢支所 多摩支所 八王子支所総計
西が丘本部
・法人共通

城東支所 墨田支所 城南支所
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(14) 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(14)－1　現金及び預金の明細
（単位：千円）

(14)－2　資産見返物品受贈額
（単位：千円）

区分 金額
現 金 1,095
預 金 2,234,256

合計 2,235,351

区分 金額
建 物 15,277
構 築 物 23,722
機 械 装 置 49,550
工 具 器 具 備 品 38,587
特 許 権 1,503
ソ フ ト ウ ェ ア 32,778

合計 161,420
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平成２０事業年度

事　業　報　告　書

第３期

自　平成２０年　４月　１日

至　平成２１年　３月３１日

参考資料　２



予算、収支計画及び資金計画

1 予算

（単位：百万円）

差額

（決算－予算）

収入

運営費交付金 5,219 5,834 615 (注1)

施設整備費補助金 40 18 △ 21

自己収入 896 957 61

事業収入 335 407 72

補助金収入 12 10 △ 1

外部資金研究費等 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 240 230 △ 10 (注2)

その他収入 224 222 △ 1

収入　計 6,155 6,811 656

支出

業務費 4,828 4,863 35

試験研究経費 1,205 1,853 647 (注1)

外部資金研究費等 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 462 451 △ 10 (注2)(注3)

役職員人件費 3,075 2,472 △ 602

一般管理費 1,327 1,286 △ 40

支出　計 6,155 6,149 △ 5

収入　－　支出 0 661 661

(注1) 決算には、「産業支援拠点の再整備費」等を含んでいます。
(注2）独立行政法人科学技術振興機構からの無償貸与分（１２３百万円）を含んでいます。
(注3) 予算との比較のため、損益計算書において試験研究経費に計上されている「地域結集型研究開発プログラム」の
　　　地域負担事業経費(２２１百万円）を含んでいます。

区分 予算 決算 備考



予算、収支計画及び資金計画

2 収支計画

（単位：百万円）

差額

（実績－計画）

費用の部 6,085 5,411 △ 673

経常費用 6,085 5,411 △ 673

業務費 4,547 3,325 △ 1,221

試験研究経費 925 315 △ 609

外部資金研究費等 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 462 451 △ 11

役職員人件費 3,075 2,472 △ 602

一般管理費 1,327 1,180 △ 146

減価償却費 211 889 678

財務費用 0 16 16

その他費用 0 0 0

収入の部 6,085 5,519 △ 565

経常収益 6,085 5,519 △ 565

運営費交付金収益 4,951 4,138 △ 812

事業収益 335 407 72

外部資金研究費等収益 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 240 230 △ 10

補助金等収益 40 18 △ 21

その他収益 224 222 △ 1

資産見返運営費交付金等戻入 134 325 191

資産見返物品受贈額戻入 70 79 9

資産見返補助金等戻入 6 10 4

資産見返寄附金戻入 0 0 0

純利益 0 107 107

総利益 0 107 107

(注1) 決算には、「産業支援拠点の再整備費」等を含んでいます。
(注2）独立行政法人科学技術振興機構からの無償貸与分（１２３百万円）を含んでいます。
(注3) 予算との比較のため、損益計算書において試験研究経費に計上されている「地域結集型研究開発プログラム」の
　　　地域負担事業経費(２２１百万円）を含んでいます。

区分 計画 実績 備考



予算、収支計画及び資金計画

3 資金計画

（単位：百万円）

差額

（決算－予算）

資金支出 6,155 8,047 1,892

業務活動による支出 5,874 4,701 △ 1,172

投資活動による支出 281 1,740 1,459

財務活動による支出 0 481 481

次期中期目標期間への繰越金 0 1,124 1,124

資金収入 6,155 8,047 1,892

業務活動による収入 6,155 6,772 617

運営費交付金による収入 5,219 5,834 615

事業収入 335 371 36

外部資金研究費等による収入 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 240 225 △ 14

補助金等による収入 52 30 △ 21

その他の収入 224 222 △ 1

前期中期目標期間よりの繰越金 0 1,275 1,275

(注1) 決算には、「産業支援拠点の再整備費」等を含んでいます。
(注2）独立行政法人科学技術振興機構からの無償貸与分（１２３百万円）を含んでいます。
(注3) 予算との比較のため、損益計算書において試験研究経費に計上されている「地域結集型研究開発プログラム」の
　　　地域負担事業経費(２２１百万円）を含んでいます。

区分 予算 決算 備考



平成２０事業年度

決　算　報　告　書

  第　３　期　

自　平成２０年　４月　１日

至　平成２１年　３月３１日

参考資料　３



平成２０年度　決算報告書

地方独立行政法人東京都立産業技術研究センター

（単位：百万円）

差額

（決算－予算）

収入

運営費交付金 5,219 5,834 615 (注1)

施設整備費補助金 40 18 △ 21

自己収入 896 957 61

事業収入 335 407 72

補助金収入 12 10 △ 1

外部資金研究費等 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 240 230 △ 10 (注2)

その他収入 224 222 △ 1

収入　計 6,155 6,811 656

支出

業務費 4,828 4,863 35

試験研究経費 1,206 1,853 647 (注1)

外部資金研究費等 85 86 1

地域結集型研究開発プログラム 462 451 △ 11 (注2)(注3)

役職員人件費 3,075 2,472 △ 602

一般管理費 1,327 1,286 △ 40

支出　計 6,155 6,149 △ 5

収入　－　支出 0 661 661

(注1) 決算には、「産業支援拠点の再整備費」等を含んでいます。
(注2）独立行政法人科学技術振興機構からの無償貸与分（１２３百万円）を含んでいます。
(注3) 予算との比較のため、損益計算書において試験研究経費に計上されている「地域結集型研究開発プログラム」の地域負担事
　　　業経費(２２１百万円）を含んでいます。

区分 予算 決算 備考
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